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研究成果の概要： 
大人が用意したギャンブル教育を実施するのではなくて、講義等によって一定の情報を提供

した上で、高校生自身にギャンブル教育の授業内容を考案させた。（1）専門家による講演や教
員による講義を通じて、生徒の知識は飛躍的に増した。（2）授業内容の考案（教材作成）を通
じて、生徒は伝える側の目線に立って、基礎知識を活用して、諸問題を主体的に考察するよう
になった。（3）当初ギャンブルに対する志向性が強かった生徒、およびギャンブルの危険性に
関する意識が低かった生徒については、ギャンブルの危険性を理解させることに成功した。 
 
研究成果の学術的意義や社会的意義 
本研究は、次の 3 つの問題を解消しうる。（1）カジノを含む統合型リゾート（IR）の開設が

間近に迫る中、ギャンブル教育の教材開発は喫緊の課題となっているが、現状ではギャンブル
教育は手薄となっており、先行研究は必ずしも豊富でない。（2）ギャンブルの危険性を伝える
パンフレット等を教材として、教員が一方的に説明するのみでは、その効果には疑問が残る。
（3）ギャンブルの危険性を伝えるのみでは、カジノ開設という制度の変化を分析・考察し、社
会の在り方を構想する態度を涵養できない。 
 
研究分野：刑事法学 
 
キーワード：賭博罪、カジノ、統合型リゾート（IR）、ギャンブル教育、ギャンブル依存症 
 
１．研究の目的 

カジノを含む統合型リゾート（IR）の開設が間近に迫る中、2018 年 7 月 6 日に成立したギ
ャンブル等依存症対策基本法 14 条は、「国及び地方公共団体は……家庭、学校、職場、地域そ
の他の様々な場における……ギャンブル等依存症問題に関する知識の普及のために必要な施策
を講ずるものとする」と規定している。また、平成 30 年告示の高等学校学習指導要領解説に
おいても、ギャンブルに関する言及が認められる。しかし現状では、飲酒、喫煙、薬物摂取等
と比較すると、ギャンブル教育は手薄となっており、先行研究は必ずしも豊富でない。ギャン
ブル教育の教材開発は喫緊の課題である。 

ギャンブル教育の教材開発が急務であるとはいっても、ギャンブルの危険性を伝えるパンフ
レット等を教材として教員が一方的に説明するのみでは、その効果には疑問が残る。そこで、
ギャンブル教育をすべて大人が用意するのではなくて、一定の情報を提供した上で、生徒自身
にギャンブル教育の授業内容を発案させれば、生徒がギャンブルをめぐる諸問題について主体
的に考察するようになり、より効果的な授業を展開できると考えた。具体的には、高校生が作
成した教材を使用して、中学生を対象として、実際に授業を実施することとした。さらに、中
学生に対して実施した、その授業に関するアンケート調査の集計結果を高校生にフィードバッ
クして、その結果を分析・議論させる等の工夫を凝らした。 

そこには、自身が考えた授業を中学生相手に実施する、すなわち伝える側の目線に立つこと
によって、大人から与えられた情報を無関心に受け取るのではなくて、その情報について主体
的に考察する態度を涵養するねらいがあった。そのような態度は、リスクを伴う選択に直面し
た際に、自律的な意思決定を行う前提として必要不可欠である。なぜならば、自律的な意思決
定を行うためには、判断に必要となる情報の意味や信憑性等を自ら分析できなくてはならない
からである。この意味において、上記のねらいは広く法教育が目指す能力育成の 1 パートを担
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うという意義を持ち、また、新科目「公共」において強調されている、「社会に参画する主体と
して自立する」、「行為者自身の人間としての在り方生き方を探求する」といった方針とも親和
的である。 

 
２．研究成果 
 実施した授業の概要は次のとおりである。（1）先入観のない状態でクイズおよびアンケート
に回答させた（クイズはギャンブルに関する知識を、アンケートはギャンブルに対する志向性
や意識を調査するものであった）。（2）ガイダンスとして授業の趣旨や計画を説明した。（3）専
門家にギャンブル依存症に関する講演をしていただいた。（4）Stacked Deck という海外教材に
基づく講義を実施した。（5）日本の賭博法制に関する講義を実施した。（6）2 回目のクイズお
よびアンケートに回答させた。（7）ここまでの授業を参考にして、中学生に対する授業内容を
考案させた。（8）中学生に対するアンケート調査の集計結果を分析・ディスカッションさせた。
（9）3 回目のクイズおよびアンケートに回答させた。 
 3 回にわたって実施したクイズおよびアンケートの集計結果から看取できる研究成果は、以
下の通りである。 
クイズの結果を見ると、専門家による講演や教員による講義によって、生徒の知識は飛躍的

に増した。さらに教材作成を通じて、その知識が一定程度は定着した。特に専門家による講演
には、ギャンブルの危険性を理解させ、その後の講義に対する興味・関心を強めるインパクト
があった。 
授業内容の考案（教材作成）を通じて、生徒は伝える側の目線に立って、授業の前半におい

て講義した基礎知識を使って、諸問題を主体的に考察するようになった。このことは、講義等
で学んだことの一端が作成教材に反映されていたこと、中学生に対するアンケート調査の集計
結果を分析できていたこと等から明らかである。 
当初ギャンブルに対する志向性が強かった生徒、およびギャンブルの危険性に関する意識が

低かった生徒については、ギャンブルの危険性を理解させることに成功した。もともと志向性
が弱い生徒、および意識が高い生徒については評価が難しいが、必ずしも数値を下げることが
授業の目的ではないことを考慮すると、直ちに否定的に捉える必要はないと思われる。 
自由記述等からは、生徒が能動的な学習を歓迎していることを、また、生徒が単に楽しい、

あるいは危ないというだけでなくて、ギャンブルをめぐる諸問題について具体的に考察するよ
うになったことを、看取できる。 
今回の実践は、賭博を禁止すべきか、カジノ導入は妥当かといった制度的な議論には十分に

踏み込むことができなかった。この点は非常に重要であるから、今後授業に組み込む予定であ
る。次に、制度的議論は公民科が担うとしても、それ以外の点は他教科と連携する余地がある。
心身の健康という観点においては保健体育科との、消費者教育（財産の喪失等）とも関連させ
るならば家庭科との連携可能性を模索すべきであろう。総合学習等における展開も含めて、検
討したい。 
本研究において示したギャンブル教育の射程は、ギャンブルに関する知識を定着させ、その

危険性を理解させるところにとどまるものではない。上記のような制度的議論を深めることに
よって、諸問題を具体的に把握して制度設計に携わる姿勢を涵養することも可能であると思わ
れる。本研究は、伝える側の目線から諸問題を主体的に把握・考察させることに主眼を置いた
が、制度的議論を通じて社会の在り方を構想する態度を涵養することも視野に含めている。そ
して、自身が生きる社会の在り方を構想することも、無批判に他人が構築した社会に安住しな
いという意味において、主体的な活動なのである。 
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